
年月日年月日：平成：平成2424年年1111月月11日（木）日（木）

場場 所：所：仙台市戦災復興記念館仙台市戦災復興記念館

演演 者：者：（社）海洋水産システム協会（社）海洋水産システム協会

岡野岡野 利之利之 技術士（水産）技術士（水産）

協協 力：八戸市農林水産部水産事務所力：八戸市農林水産部水産事務所

平成平成2424年度水産物フードシステム品質管理体制構築推進事業に係る年度水産物フードシステム品質管理体制構築推進事業に係る

産地における品質衛生管理の推進と消費拡大セミナー産地における品質衛生管理の推進と消費拡大セミナー

産地市場おける高度品質衛生管理への取組み紹介産地市場おける高度品質衛生管理への取組み紹介
－青森県八戸地区－－青森県八戸地区－



市場機能集約市場機能集約

【方針】
生産・流通の効率化、品質・衛生管理の高
度化を図ることにより、産地の国際競争力
の強化を図る。
【概要】
事業主体：青森県･八戸市
事業内容：・岸壁整備（Ｌ＝1,094ｍ）

・荷捌所整備（４棟）
・清浄海水導入施設
（取水･殺菌･送水施設）
・漁港浄化施設
（集水･汚水処理･排出施設）

総事業費 ：約96億円

八戸漁港水産物流通機能高度化対策事業

A棟
C棟D棟

B棟

館鼻地区館鼻地区 市場機能集約計画市場機能集約計画

情報提供：八戸市農林水産部 水産事務所



【施設概要】
構造 ：鉄骨造一部鉄筋コンクリート造

（延べ床面積 3,811.99㎡）
対象魚種：改革型まき網漁船等の生鮮さば

（改革型さんま棒受網の生鮮さんま）
処理能力：１日あたり６００トン

（100トン×2隻×3回転）
バース数：２バース

地方卸売市場八戸市第三魚市場A棟

当該施設は、漁船漁業の改革と連携しながら、世界最高水準の衛生管理レベル
である対ＥＵ輸出基準に対応させることによって、従来の産地市場にない安全・安
心な水産物を消費者に供給するとともに、国際競争力の強化を目指しています。
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EUへ水産物を輸出するために ～漁船の事例～
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地方卸売市場八戸市第三魚市場A棟 見取図
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※※ 施設内では飲食、喫煙とも全面禁止施設内では飲食、喫煙とも全面禁止



地方卸売市場八戸市第三魚市場A棟 流通フロー

資料引用：水産庁漁港漁場整備部計画課 八戸地区高度衛生管理基本計画より抜粋



荷捌き施設（魚体搬送設備）

①魚艙からフィッシュポンプで陸揚げ ②施設内へ移送 ③コンベアで搬送しながら自動計量

⑥トラックへの積み込み ⑤容器の搬出 ④スラリー氷の施氷と魚の容器入れ

魚体搬送設備魚体搬送設備 水産物の陸揚げは、フィッシュポンプを使用し、漁船の魚槽
から外気に触れることなく施設内に移送し、漁獲物への危害
要因混入を防止します。また、計量・海水スラリー氷の施
氷・魚の容器入れ等の工程をオートメーション化することで、
人が魚に触れることをなくし、二次汚染の防止を図ります。

資料提供：八戸市農林水産部 水産事務所
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塩分濃度3%
温度－1～1.5℃

流動海水氷製造供給設備等
出荷時には海水スラリー氷を容器に投入し、魚体の温度管理を行い、漁船に対
しては、海水スラリー氷及び冷却海水を供給し、漁獲物の鮮度保持を図ります。



その他の設備

電子入札システム電子入札システム

サニタリールームサニタリールーム 検査室検査室

出荷口出荷口

サンプル室サンプル室



平成24年度水産物フードシステム品質管理体制構築推進事業では、水産物の
安全性の向上と、輸出相手国の要求する基準への適合を図るため、生産から消
費に至る一連の流通過程における各段階の関係者の連携強化と、フードチェー
ン全段階を通じた品質・衛生管理水準の向上を目的としています。
当事業では、品質・衛生管理講習会及び技術的指導を要望されるところに、講
師又は専門家を派遣しています。また、国内の先進地調査や対欧米輸出促進に
資する情報収集等を行い、関係者が活用できる情報提供にも取り組んでいます。

（社）海洋水産システム協会は、

当事業を活用して、優良衛生品質管

理市場・漁港の認定（認定機関：

（社）大日本水産会）の審査にも取

組んでいます。

（社）海洋水産システム協会の取組み



高度衛生管理基本計画により進む施設整備との連携を視野に、
（社）海洋水産システム協会では、実運用に係るソフト関係の支援に
取り組んでおります。
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（実施者）
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（ソフト事業）
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東日本大震災により被災された全ての方へ
一日も早い復興を心より祈念しております。


